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 連 茂 議員 「赤井川村における保育の課題について」 

 

Q-１ 未就学児童、保育所入所児童等について 

A  本年９月１日現在において未就学児童２９人中、村のへき地保育所入所は１

６人、小樽市や余市町への広域入所が８人、保育所等に通っていない児童は５人と

なっています。 

 赤井川に通わない要因についてですが、子育て世帯の就労状況や幼稚園に通わせ

たいなどの様々な理由から、村外の保育所や認定こども園に通われている状況にあ

と思われ、村のへき地保育所では、子育て世帯ひとつ一つの多様なニーズに応えき

れていないという点に要因があると考えています。 

 

Q-2 へき地保育所における職員数について 

A  現在病気休職中の職員を含め、保育士有資格者３人、保育補助者２人、半日

勤務の清掃担当職員の計５．５人を配置しております。保育士の国の配置基準は、

２歳児４人、３歳児３人、４歳児４人、５歳児５人の現在の入所状況では、配置す

べき人数は３人となり充足していることになります。 

 また、北海道からの施設運営監査において、施設開設中は必ず１人以上の有資格

者を配置するよう基準があること、加速する国の少子化対策を見据え、有資格者の

確保を目的に、令和５年度より地域おこし協力隊員又は会計年度任用職員としての

募集を継続しており、応募を待つだけではなく、道内大学等の就職セミナーにも参

加し、有資格者確保に努めております。 

 

Q-3 １歳児保育受入について 

A  以前私から考えをお伝えさせて頂きましたが、昨年度実施したアンケート結

果を鑑み、１歳児保育の要望より受入時間の延長(延長保育)や土曜保育のニーズが

増えている状況から、有資格者を確保し体制を整えたなかで対応を考えたいと思っ

ております。なお、１歳児保育に関しては、今後の国の少子化対策の動向を注視し

ていく考えでおります。 

 

Q-4   保育所職員の人材育成、研修機会の確保について 

A  外部機関への積極的な研修参加は一部職員にては実施しておりますが、施設

柄会計年度任用職員を含む全ての職員が外部研修を受けることができていないた

め、専門家を招いた研修を実施するよう、私より年度当初に担当課長(へき地保育

所長)へ指示しております。 

また、親の期待として「教育」や「運動能力」という点がございますが、「教

育」に関しては ALT による「英語」に触れる機会、保育の中での特に小学校入学前



の 5 歳児には「平仮名や数字」に触れる機会を、「運動機能」については、通常の

遊びの中で、こどもの成長に合わせたプログラムを提供しています。他町村の公立

保育園においては、「運動トレーナー」を招き保育カリキュラムに組み込む事例も

ありますことから、これら取り組みを調査して参りたいと考えております。 

いずれにしましても、へき地保育所は小学校への礎をつくる場と捉え、引き続き

保育環境の充実に努めていく考えです。 

 

Q-5  保育料の現状と無償化への考え方について 

A  すでにご承知のように、村民であればへき地保育所の保育料は無償化してお

ります。また、国の保育料無償化制度として３歳児以上は無償化されており、３歳

児未満の広域入所利用世帯については所得に応じて保育料は有料となりますが、一

定の所得以下の第２子目の保育料については、北海道の補助制度を活用して無償化

をしております。 

完全無償化への考えですが、今後の国の少子化対策の動向を注視しつつ、広域入

所者への対応判断が必要な時期を見定める必要があると考えています。 

 

最後に保育所に関する村の運営方針等に関するご質問ですが、へき地保育所保育

目標と保育方針を掲げ職員に共有しております。また、デイリープログラム(一日

の流れ)は所内へ掲示し、年間行事に関しては毎年春に開催する保護者との懇談会

時に説明をさせていただいております。 

 

教育長 答弁 

 

Q６ 以前執行方針で述べた幼小中の連携について、連携についての具体的なイ

メージと、現時点で伝えられるスケジュールがあれば 

 

A 令和３～５年度教育行政執行方針「教育行政に臨む基本姿勢」では、「保育所

と小学校、小学校と中学校が連携し、個々の学びと育ちを支える赤井川スタイルを

充実させる取組を進める」としていましたが、本年度においては「これまで継続し

て行い、成果を上げてきた小学校と中学校が連携し、個々の学びと育ちを支える赤

井川スタイルの取組の充実を発展させ、一貫教育に向けた取り組みを進める」とし

ております。 

これは、保育所との連携は取組の充実が図られてきたことを踏まえ、新たな適正

配置に向けて、連携教育から今後に向けての一貫教育の在り方について、具体的計

画策定段階に入ったことから変更したものであります。 

 

御質問の保育所と学校との連携について、現在具体的に実施しているものとして

は、小学校の生活科発表会や学習発表会総練習での保育所の子供たちの小学校への



訪問、生活科村内施設訪問や小学校集合学習での小学校児童の保育所への訪問や交

流など、いわゆる小１プロブレムの解消やスムーズな連結を目指した取組を、中学

校においてはキャリア教育を目的とした保育所訪問などを行っているところです。 

指導者間では、両者の施設設置目的は違うものではありますが、保育所保育士と

小学校教諭の互いの施設訪問、見学と情報交換による子供たち理解の共有や今後の

保育や教育に向けての望ましい在り方等についての協議を重ねてきています。ま

た、特に支援が必要な子供への対応や措置の在り方については、各者の代表による

協議会を設け、意見交換や審議をしており、これらについては継続していく方針で

す。 

今後のスケジュールということについては、これらの取組を継続していく予定で

あり、適正配置後の対応については課題等状況を見ながら検討することとしていま

す。 

 

 

能登 ゆう 議員 「学校施設の維持管理について」 

 

Q-1 学校施設の点検体制について 

A   消防設備や電気・機械設備などについては専門業者による法定点検を定期的

に行っておりますが、校舎本体に係る専門家による定期点検は行っておりません。 

理由については、毎日の業務として学校管理者が校舎内外の異常の有無を確認す

る巡回を行っており、施設の不具合や危険個所が見つかれば、教育委員会事務局を

つうじて、建設課建築係の資格者が現場を確認し、必要と確認されれば、専門の業

者に調査を依頼することで、対応できているためです。 

また、地震などの災害対応として照明などの落下危険物については、照明器具交

換の際に安全を確認している状況にあります。 

 

Q-2 修繕が必要な状況とその対応について 

A  主に財政的な理由から、必要な修繕がむやみに先送りされていないかとのご

質問ですが、各学校とも経年劣化により修繕を必要とする箇所は存在していると認

識しています。特に子供たちが日々の学校生活に関わる危険と思われる箇所などに

ついては早い段階で対応を心がけていますが、大規模修繕を必要とする箇所につい

ては、毎年の予算と相談しながら優劣をつける対応で改善を図っています。 

予算と相談しながらの対応が「むやみに先送り」と受け取られているのだと感じ

ていますが、あらゆる公共施設については予算と相談しながら改善を図ることが村

長として判断して行く私の責務だと考えております。 


